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1 本日の内容 

１．ＩＣＴ分野の技術戦略 
２．ＩＣＴ分野の競争的資金 
３．成果事例 
４．イノベーション創出に向けた取り組み 
５．平成２６年度に向けた検討状況 



１．ＩＣＴ分野の技術戦略 
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（１）グリーン・イノベーションの推進 （２）ライフ・イノベーションの推進 

■ 我が国のＩＣＴ産業の活力を維持、発展させ、持続的な経済成長や雇用の創出を実現していくため、国から民間

企業・大学等への委託による研究開発や独立行政法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）の中期計画に基づく研究開発

を通して、次世代の事業シーズを生み出す研究開発力を強化。 

■  Active JapanICT戦略を踏まえ、以下の４領域を取り組むべき研究開発課題として設定。政府全体の方針（総合 

科学技術会議等）による予算の重点化を経て、研究開発を推進。 

（３）社会にパラダイムシフトをもたらす技術革新の推進 （４）東日本大震災を踏まえた復興・再生、災害からの安全性向上への対応 

① 通信・放送ネットワークの 
  耐災害性の強化等 

② 災害の状況を遠隔から 
  リアルタイムに 
  把握・蓄積・分析等を 
  可能とする 
  センサーネットワーク 

今後取り組むべき研究開発課題 

① スマートグリッドなどによる 
  社会の省エネルギー化・ 
  低炭素化の実現 

② 光ネットワーク技術による 
  情報通信インフラ自体の 
  省エネルギー化・低炭素化 
  の実現 

① ネットワークロボット技術などに 
  よる健康で自立して暮らせる 
  社会の実現 

② わかりやすい情報の提示や 
  自動翻訳など人と社会に 
  やさしいコミュニケーションの 
  実現 

ICTを用いた節電のイメージ 

小型地球局（VSAT） 航空機搭載用レーダー 
移動式通信処理設備 
（緊急投入用電話局） 

念じるだけで動く車いす 

① 超高速無線通信技術や、高性能 
  レーダーなど、高度な電波利用 

②膨大な通信需要を支える、新たな 
  ネットワーク技術 

③サイバー攻撃に対応できる、 
  ネットワークセキュリティ技術 

など 

など 
など 

など 

ＩＣＴ分野の技術戦略 
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■「科学技術イノベーションの推進」  
 「総合科学技術会議」の司令塔機能強化 
政府全体の科学技術関係予算の戦略的策定、アウトカムを重視したPDCAサイクルの積極
的推進 

 戦略的イノベーション創造プログラムの推進、 革新的研究開発支援プログラムの創設 
 研究開発法人の機能強化 
 研究開発支援人材のための資金確保 
 官・民の研究開発投資の強化、知的財産戦略・標準化戦略の強化 

日本再興戦略 （平成25年6月14日 閣議決定） 

■「新たな情報通信技術戦略」工程表（平成24年７月４日改定）  

■「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成25年6月14日  閣議決定）  
 革新的な新産業・新サービスの創出と全産業の成長を促進する社会の実現 
ビッグデータ利活用になる新事業・新サービス創出の促進 
次世代放送サービスの実現による映像産業分野の新事業宗主、国際競争力の強化 

 IT利活用による世界一安全で経済的な社会インフラの実現 
劣化・損傷個所の早期発見、維持管理業務の効率化につながるセンサー、ロボット、非
破壊検査等の技術の研究開発・導入を推進する。 

 世界で最も安全で環境にやさしく経済的な道路交通社会の実現 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 

 我が国が強みを持つ情報通信技術関連の研究開発等の推進 
新世代・光ネットワーク、次世代ワイヤレス、クラウドコンピューティング、スマート
グリッド、ロボット 等 

     研究開発を巡る政府の方針（ＩＣＴ関連部分の抜粋） 
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■「第４期科学技術基本計画」（平成23年８月１９日 閣議決定） 

総合科学技術会議 

 我が国が直面する重要課題への対応 
新たな産業基盤の創出に向け、多くの産業に共通する波及効果の高い基盤的な領域におい
て、世界最高水準の研究開発を推進 
研究開発の推進に当たり、長期的かつ継続的に取り組むため、国主導の下、関係する産学
官の研究機関の総力を結集して研究開発を実施する体制を構築 
新たな付加価値の創出に向け、次世代交通システム、スマートグリッド等の統合的システ
ムの構築や、保守、運用までも含めた一体的なサービスの提供に向けた研究開発を実証実
験や国際標準化と併せて推進 

 基礎研究及び人材育成の強化 

■「科学技術イノベーション総合戦略」（平成25年6月日 閣議決定） 

 科学技術イノベーションが取り組むべき課題 
世界に先駆けた次世代インフラの整備 
効果的かつ効率的なインフラ維持管理・更新の実現、自然災害に対する強靭なインフラの実
現、高度交通システムの実現、次世代インフラ基盤の実現 
地域資源を‘強み’とした地域の再生 
地域の産学官が連携した研究開発や地域経済活性化の取組 
東日本大震災からの早期の復興再生 

 科学技術イノベーションに適した環境創出 
新規事業に取り組む企業の活性化 

     研究開発を巡る政府の方針（ＩＣＴ関連部分の抜粋） 

■「平成26 年度 科学技術に関する予算等の資源配分方針」 
 （平成25年7月31日 総合科学技術会議決定） 



課題公募型 
（競争的研究資金） 課題指定型 

研究テーマも含めて公募
を行い、研究を委託 

あらかじめ研究課題、
目標等を設定した上で、
研究を委託 

  企業・大学等 

NICTが実施する 
研究開発 

運営費交付金 
補助金等 

総 務 省 
Ministry of Internal Affairs 
and Communications 

委託研究 

１６１億円 

２９３億円 

約２６億円 約１３５億円 

※平成２５年度予算額 
平成２５年度ＩＣＴ関係予算（全体） １，１８９億円 

（電波利用料を含めた額） 

総務省における情報通信分野の研究開発 



２．ＩＣＴ分野の競争的資金 



8 総務省ＩＣＴ分野の競争的資金 

 競争的資金とは、資金配分主体が、広く研究開発課題等を募り、提案された課
題の中から、専門家を含む複数の者による、科学的・技術的な観点を中心とした
評価に基づいて実施すべき課題を採択し、研究者等に配分する研究開発資金（科
学技術基本計画より） 

【戦略的情報通信研究開発推進事業(ＳＣＯＰＥ)】 （平成14年度～） 
 情報通信分野において、独創性・新規性に富む研究開発課題を、大学・独立行政法人・企業・地方公
共団体の研究機関などから広く公募し、外部有識者による選考評価の上研究を委託することで、地域や
研究開発実施者に主体性のある先端技術の研究開発を支援する競争的資金。ＩＣＴイノベーション創出
型研究開発など５つのプログラムにより研究開発を推進 

（平成２５年度予算: ２３．５億円、電波利用料財源５．０億円を含む） 
 
【戦略的国際連携型研究開発推進事業】 （平成24年度～） 
 総務省と外国政府が予め共同で研究開発分野を設定し、日本及び外国の研究機関による共同提案に
対し、外国政府と共同で研究開発資金を支援する競争的研究資金。研究開発成果の国際標準化や実
用化を加速し、さらなるイノベーションの創出や我が国の国際競争力の強化に資する。平成２５年度より
欧州委員会との共同公募を実施している。                （平成２５年度予算： ３．８億円） 
 
【先進的通信アプリケーション開発推進事業】 （平成25年度～） 
 経路制御や帯域制御などの柔軟なネットワークの設定・運用を可能とする「新世代ネットワーク（将来
ネットワーク）」の機能を用いた先進的な通信アプリケーションの開発を、新たな競争的資金により支援。          

（平成２５年度予算： ３．０億円） 



9 （参考） 各府省の競争的資金制度（平成２５年度） 

 平成25年度は、8府省20制度 

 全制度の合計：4,085億円（前年度比▼4.0％） 

うち、総務省が占める割合：0.8％ 

うち、SCOPEが占める割合：0.6％ 

内閣府とりまとめ（平成25年8月） 

【競争的資金の特徴】 
○制度と運用を統括するプログラムディレク

ター（ＰＤ）と課題選定、評価、フォローアッ
プ等の実務を行うプログラムオフィサー（Ｐ
Ｏ）の配置 

○間接経費として直接経費の３０％を研究機
関に配分 

○競争的資金の使用ルール等の統一化及
び簡素化・合理化の共通的取組み 

○研究上の不正、公的研究費の不正使用等
に対する共通的取組み 



10 戦略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ） 

Strategic Information and Communications R&D Promotion Programme （SCOPE) 

 情報通信分野において、独創性・新規性に富む研究開発課題を、大学・独立行
政法人・企業・地方公共団体の研究機関などから広く公募し、外部有識者による
選考評価の上研究を委託することで、地域や研究開発実施者に主体性のある先
端技術の研究開発を支援する競争的資金。 

（１）ＩＣＴイノベーション創出型研究開発 
   国として今後取り組むべき現時点の課題を分類及び整理した

「研究開発戦略マップ」において、イノベーションを創出する

独創性や新規性に富む研究開発を推進。 
（２）若手ＩＣＴ研究者等育成型研究開発 
   ＩＣＴ分野の研究者として次世代を担う若手人材を育成するこ

とや中小企業の斬新な技術を発掘するために、若手研究者

又は中小企業の研究者が提案する研究開発（ビッグデータ

の利活用のための研究開発を含む）を推進。 
（３）電波有効利用促進型研究開発 

    電波の有効利用をより一層推進する観点から、新たなニーズ

に対応した無線技術をタイムリーに実現するとともに、電波利

用環境を保護するための技術の研究開発を推進。 
（４）地域ＩＣＴ振興型研究開発 
   ＩＣＴの利活用によって地域貢献や地域社会の活性化を図る

ために、地域に密着した大学や、地域の中小・中堅企業等

が提案する研究開発を推進。 
（５）ＩＣＴグリーンイノベーション推進型（継続のみ） 
   国際的に喫緊の課題である地球温暖化対策に資するために、

ＣＯ２排出削減、省エネルギー化に貢献するＩＣＴ分野のイノ

ベーションを創出する研究開発を推進。 
（平成２５年度予算案: ２３．５億円、電波利用料財源５．０億円を含む） 

平成25年度実施プログラム 



11 平成２５年度 ＳＣＯＰＥの拡充と試行的な取組み 

【平成２５年度の拡充】 

○研究開発を通じたビッグデータ分析の専門家（データサイエンティスト）の育成 
 ビッグデータを利活用する上で、情報通信技術やビジネスの様々な分野における知識や能力を備
えたビッグデータ分析の専門家（データサイエンティスト）が求められていることから、ＳＣＯＰＥ「若手Ｉ
ＣＴ研究者等育成型研究開発」においてビッグデータの利活用のための研究開発を推進することで、
データサイエンティストの育成に貢献。 

○競争的資金による電波資源拡大のための研究開発の推進 
 電波のより一層の有効利用に資する新たな無線システムの導入・普及展開の加速化に向けた取
組の充実・強化を図るため、国が予め研究開発課題を設定するのではなく、自由な提案を受け付け
る仕組みを新たに設けるため、ＳＣＯＰＥ「電波有効利用促進型研究開発」を設定し、電波資源拡大
のための研究開発を推進。 
 

【平成２５年度の試行的な取組み】 

○多段階選抜方式の適用の拡大 
 平成２４年度から導入した多段階選抜方式について、「ＩＣＴイノベーション創出型研究開発」、「電波
有効利用促進型研究開発」及び「先進的通信アプリケーション開発推進事業」（タイプⅡ）に適用を拡
大。これにより、有望な技術の種を見極めた上で、イノベーション創出につながる課題や電波の有効
利用に効果的な技術等の実用化を達成する課題への効率的な資金配分を実施。 



12 研究開発を通じたデータサイエンティストの育成 

 ビッグデータを利活用する上で、情報通信技術やビジネスの様々な分野における
知識や能力を備えたビッグデータ分析の専門家（データサイエンティスト）が求めら
れていることから、ＳＣＯＰＥ「若手ＩＣＴ研究者等育成型研究開発」においてビッグ
データの利活用のための研究開発を推進することで、データサイエンティストの育
成に貢献。 

研究開発課題の例 

収集（不要不正データ排除、メタデータ生成）、体系化（関連性検出、データモデリング）、分
析（機械学習、自然言語処理、データマイニング）、意思決定（可視化、指標構築、信ぴょう
性検証）、管理（アクセス制御、匿名化、秘密性維持）、その他（異業種間のデータ連携） 等 



13 電波有効利用促進型研究開発 

 電波の有効利用をより一層推進する観点から、新たなニーズに対応した無線技
術をタイムリーに実現するとともに、電波利用環境を保護するための技術の研究
開発課題に対して研究開発を委託 



14 多段階選抜方式の概要 

（一般的な選抜方式） （多段階選抜方式） 

提
案 

研究 
開発 

成
果 

提
案 

研究開発 
フェーズⅡ 

成
果 

 

選
抜
評
価 

より優れた課題につ
いて本格的研究開発
を実施 

幅広く案件を採択 
研究能力／アイデアの実
現性をチェック 

研究能力を示す 
チャンスが与えら
れない 

 

採
択
評
価 

＜期待と効果＞ 
 

• プレイヤーの裾野を広げ、
幅広い可能性を検討 

• 若手研究者や中小企業の
斬新な技術を発掘 

• 有望な技術の種を見極めた
上で集中的な資金配分を行
うことが可能 

 

 

効果的な研究開発の展開 
研究 
開発 
フェー 
ズⅠ 

 

採
択
評
価 

 多段階選抜方式 
 研究開発を複数のフェーズに分け、多段階で選抜する方式。 
①フェーズⅠ： 本格的な研究開発のための予備実験、理論検討等の研究

開発を行い、本格的な研究開発において優れた成果が得ら
れるかどうかの実行可能性や実現可能性の検証等を実施 

②フェーズⅡ： 本格的な研究開発を実施 

 フェーズⅠからフェーズⅡへの移行時において、選抜評価を実施し、フェー
ズＩにおいて行われた研究開発の成果を踏まえて、目標設定、実施計画、予
算計画、実施体制の妥当性を評価し、フェーズⅡとして実施する課題を選抜。 



15 コンソーシアム型共同研究への対応 

コンソーシアム型共同研究組織 

Ａ大学 
研究代表者 

Ｘ社 
連携研究者 

Ｙ社 
連携研究者 

Ｂ大学 
研究協力者 

総務省 
研究開発委託契約 

①Ａ大学とＢ大学によるSCOPE研究開発課題に、Ｘ社とＹ社が「連携研究者」として参加。 
②SCOPE研究費の使用は、A大学とB大学のみ。 
③連携研究者と共同研究契約等により知財の取扱いについて取り決めを交わす場合は、 
  研究開発委託契約の内容を妨げないようにすること。 

・オープンイノベーションの推進 



16 平成２５年度の採択状況 

平成25年度 平成24年度 

応募件数 採択件数 応募件数 採択件数 

ICTイノベーション創出型研究開発 146 30 109 27 

フェーズⅠ 81 26 ‐ ‐ 

フェーズⅡ 65 4 ‐ ‐ 

若手ICT研究者等育成型研究開発 47 23 35 15 

フェーズⅠ 47 23 35 15 

電波有効利用促進型研究開発 78 37 ‐ ‐ 

先進的電波有効利用型 69 31 ‐ ‐ 

フェーズⅠ 52 24 ‐ ‐ 

フェーズⅡ 17 7 ‐ ‐ 

若手ワイヤレス研究者等育成型 9 6 ‐ ‐ 

フェーズⅠ 9 6 ‐ ‐ 

地域ICT振興型研究開発 94 25 70 26 

合計 365 115 214 68 



17 先進的通信アプリケーション開発推進事業 

 新世代ネットワーク（将来ネットワーク）の展開を加速し、イノベーション、新市場
の創出、国際競争力強化等を図るため、経路制御、帯域制御等の新世代ネット
ワークの機能を用いた先進的な通信アプリケーションの開発を推進。 

 対象 
大学や民間企業の研究者 

    ※タイプⅠ：民間企業、 タイプⅡ：大学及び民間企業（中小企業） 

 研究費等（間接経費：直接経費の30%を上限として別途配分）   
※公募対象はタイプⅠ及びタイプⅡのフェーズⅠ 

 
 
 
 
 
 

 評価のポイント  
- 開発目的が社会課題の解決に資する、社会的ニーズを満たす 
- イノベーションや新市場・新産業の創出、国際競争力の強化等に貢献

する 等 
 



18 （参考） 成果展開に向けた取組みの充実 

 開発成果を社会に展開する取組を充実するために、 
• タイプⅠにおいては、提案にあたり成果展開を担当する者として成果展開担当者を選任。 
• タイプⅡのフェーズⅠにおいては、成果展開のために必要な調査、助言、計画策定等に係る

請負費用を委託費の中から支出可能とする。 

タイプⅠ タイプⅡ 

開発実施者 
 

・開発代表者 
・開発分担者 

成果展開担当者 
（自社事業化部門、他社の

事業化組織等） 

開発実施者 
 

・開発代表者※ 
・開発分担者 

コンサルタント、 
ベンチャーキャピタリスト等 

受託者 

人件費含む
経費の計上
不可 

受託者 

成果展開計画の 
策定等に係る請負 調査、助言等の成果 

（責任を持って成果展開を担当） 

成果展開担当者 
（自社事業化部門、他社の

事業化組織等） 

（タイプⅡフェーズⅠでは成果展開担当者の設定は必須ではない。） 

人件費含む
経費の計上
可 

人件費含む
経費の計上
不可 

人件費含む
経費の計上
可 

※中小企業・大学のみ 

当該請負については、委託総額（間接経費含む）の 
５分の１を上限とし支出可能とする。 

  

タイプⅡのフェーズⅠで
は受託者が成果展開
に係る計画策定等に関
して、コンサルタント、ベ
ンチャーキャピタリスト
等からアドバイスを求
めることが可能。 



19 平成２５年度の採択状況 

課題名 開発代表者 

マイネットワークを実現するＳＤＮコントローラの開発 磯部 俊洋（㈱エヌ・ティ・ティ・データ） 

医療・看護・介護連携のための患者さん毎のＳＤＮ仮想ネットワークシステムの開発 齋藤 秀（インフォコム㈱） 

優先的に通信可能な災害情報共有アプリケーションの開発 高幣 玲児（㈱構造計画研究所） 

課題名 開発代表者 

新世代ネットワークにおける検索ネットワークＫ ＣＮ（ Keyword CentricNetwork）の開発 岡村 耕二（九州大学） 

耐災害性を有するクラウド型遠隔代替稼働システムの開発 加藤 和彦（筑波大学） 

動的複製再配置を必要としない大容量コンテンツ配信基盤の開発 金子 晋丈（慶應義塾大学） 

ＰＩＡＸを利用したセンサデータ売買プラットフォームの開発 廣嶋 友継（㈱システム計画研究所） 

災害対応モードを有する次世代移動体通信機能の開発 重野 寛（慶應義塾大学） 

ネットワーク仕様定義による広域分散ネットワークの自動運用管理システムの開発 林 達也（㈱レピダム） 

正確な測位情報と時刻情報に基づいた次世代メディアの開発 村井 純（慶應義塾大学） 

コンテンツ保護機能を持つスケーラブルなライブ映像放送サービスの開発 森村 吉貴（京都大学） 

Ｍ２Ｍクラウド・データの自律集約開放性機構を備える通信アプリケーションの開発 吉川 浩人（ｄブロード㈱） 

保健医療福祉分野PKIと連携する医療用ネットワーク制御アプリケーションの開発※ 小尾 高史（東京工業大学） 

衛星通信ネットワークを用いた安否確認アプリケーションの研究開発※ 亀田 卓（東北大学） 

交通機関を活用したコンテンツ配信システムの開発※ 佐藤 拓朗（早稲田大学） 

広域分散ベアメタル・クラウド環境のためのハイパーバイザの開発※ 品川 高廣（東京大学） 

第1回公募 第2回公募 計 

応募件数 17 8 25 

採択件数 12 4 16 
【タイプⅠ】 

【タイプⅡ】 

※第2回公募採択課題 



20 戦略的国際連携型研究開発推進事業 

 対象 

 外国（現在は欧州のみ）研究機関との共同で研究開発を実施する日本の大学・企業等の研究機関 

 スケジュール  

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

平成24年度課題 

平成25年度課題 

平成26年度課題 
（準備中） 

共同公募課題 ３課題 

共同公募課題 ２課題（予定） 

公募課題 １課題 

 評価のポイント 
・研究開発目的・内容について （技術課題の新規性・革新性 ）  
・研究開発の実施体制・実施計画について （研究開発の推進管理体制の妥当性） 
・研究開発の成果・波及効果  （国際標準化・実用化・国際競争力等への貢献） 等 

○研究開発の初期の段階から国際標準化や実用化等の出口を見据え、各国の有する技術の優位性を踏
まえつつ、外国政府との連携による戦略的な研究開発を推進。平成２４年度から欧州委員会と共同研究
開発の公募を開始。 

○情報通信審議会イノベーション創出委員会の中間答申において、欧州以外の共同研究対象国の拡大、
研究開発に加え実証実験までの拡大、共同研究のニーズを調査し、グローバルな英知の活用を図るべ
きと提言。 

公募課題 ３課題※ 

※平成23年度補正予算案件 



21 （参考） 戦略的国際連携型の実施方法 

欧州委員会との共同公募「Coordinated Call」の実施方法 
（１）共同公募のための研究開発分野の設定 
 総務省及び欧州委員会と共同で研究開発分野を特定。 
 （平成２５年度は「光通信」、「無線通信」、「インターネットセキュリティ」の３分野）。 

（２）共同公募から採択までの流れ 
１ 総務省及び欧州委員会は、協議して研究開発分野や公募内容等について合意。 

２ 総務省及び欧州委員会は、合意した内容で共同公募を実施。 

３ 日本及び欧州の研究機関（提案者）は、提案書を共同作成。 

４ 日本の研究機関は総務省に、欧州の研究機関は欧州委員会に同一内容をそれぞ
れに提案（応募）。 

５ 共同提案について、日欧の合同評価委員会等の 

評価を経て、総務省及び欧州委員会が、 

双方それぞれの機関に研究資金を配分。 
（３）共同による研究進捗管理 
 総務省及び欧州委員会は、共同で採択課題に 

関し継続評価等を実施し、研究進捗状況等を 

フォローアップ。 
  共同公募の枠組み  



22 これまでの採択状況 

平成24年度 平成25年度 

応募件数 19 8 

採択件数 4 3 

研究開発課題 日本側研究機関 
（下線は代表研究機関） 

研究開発期間 

クロストーク分析に基づき最適化されたマルチキャリアを収
容可能な柔軟性のある全光ＯＦＤＭ技術の研究開発 

大阪大学、東京工業大学、NTTエレクトロニクス株式
会社 

平成24 年度～平成26 年度 

オープン環境におけるプログラム保護技術の研究開発 株式会社KDDI 研究所 平成24 年度 

情報流通連携のためのオープンなID 連携プラットフォーム
におけるプライバシー保護機能の高度化 

国立情報学研究所、東京大学、京都大学、株式会社
野村総合研究所 

平成24 年度 

医療等社会システムのセキュリティ・デペンダビリティを確
保維持するマルチレイヤICT の研究開発 

横浜国立大学、中央大学、株式会社日本ジー・アイ・
ティー 

平成24 年度 

研究開発課題 日本側研究機関 
（下線は代表研究機関） 

研究開発期間 

日欧協調によるマルチレイヤ脅威分析およびサイバー防御
の研究開発 
（NECOMA） 

奈良先端科学技術大学院大学、慶應義塾大学、東京
大学、国立情報学研究所、株式会社インターネットイ
ニシアティブ技術研究所 

平成25 年度～平成27 年度 

スライサブルな超100G イーサネットシステムを実現するた
めの大規模プログラマブル光ネットワークの研究開発 
（STRAUSS） 

大阪大学、富士通株式会社、株式会社KDDI 研究所 平成25 年度～平成27 年度 

ミリ波を活用するヘテロジニアスセルラネットワークの研究
開発 
（MiWEBA） 

大阪大学、東京工業大学、株式会社KDDI 研究所、
パナソニック モバイルコミュニケーションズ株式会社 

平成25 年度～平成27 年度 

【平成24年度採択】 

【平成25年度採択】 



23 研究費の不正使用、研究上の不正への対応 

 １. 研究費の不正使用防止への取組 

「情報通信分野に係る研究機関における公的研究費の管理・監督の指針（平成１９年３月
総務省制定）」に基づき、 

（１） 偽りその他不正な手段により競争的資金を受給した研究者及びそれに共謀した研
究者に対して、他の競争的資金への応募が制限される場合がある。 

（２） 不正使用を行った研究者及びそれに共謀した研究者に対して、他の競争的資金へ
の応募が制限される場合がある。 

 ３. 指針の実効性について 

 研究開発委託契約書に規定することにより、両指針の実効性を担保。 

 ２. 研究上の不正行為防止への取組 

「情報通信分野における研究上の不正行為への対応指針（平成１８年１０月総務省制定、
平成１９年３月改正）」に基づき、  

○ 本制度及び他府省の競争的資金制度による研究論文・報告書等において、研究上
の不正行為（捏造、改ざん、盗用）があったと認定された場合、以下の措置を講ずる。 
－当該研究費について、不正行為の悪質性などを考慮しつつ、全部又は一部を返
還させる場合がある。 

－他の競争的資金への応募が制限される場合がある。 



３．成果事例 



25 戦略的情報通信研究開発事業の成果事例 

講演音声翻訳のための多言語音声技術に関する研究開発  （平成21～23年度、名古屋工業大学他） 

●日英・日中バイリンガル音声データベースを構築。情報通信研究機構
が運営する高度言語情報融合フォーラムを通して配布を開始。 

●音声合成用モデルを自動選択するネットワーク型音声翻訳システム
および、Android上で動作する音声翻訳クライアントアプリケーション

を開発。 

●研究基盤ソフトウェアを整備し、一般に公開。 

●HMM音声合成エンジン「hts_engine API」はNTTドコモの「しゃべって

コンシェル」の音声合成エンジン他に採用。 

講演、演説等、モノローグの同時翻訳システム実現のために必須となる多言語音声合成技術の研究開発を行った。音声
合成方式としては、多様な話者の声を容易に実現可能、多言語化が容易、携帯デバイスでも実現が容易、等の利点が
あることから、近年、次世代の音声合成方式として注目を集めるHMM音声合成方式を利用した。本研究開発により、新
たに「元話者と異なる様々な言語の合成音声を、元話者の声のまま出力する」ための技術基盤が確立された。 

社会実装、成果展開例 

音声認識結果 

翻訳結果 

上：試作した音声翻訳クライアントアプリケーション  下：使用風景 音声翻訳のための多言語音声合成システム 

１．端末に向けて話す 

２．システム側で音声認
識および自動翻訳 

３．翻訳結果を音声合成 

Hello! 

こんにちは! 
（合成音声） 

喋った人の声質にもっとも近い 
合成音声で翻訳結果を出力 

注）HMM(Hidden Markof Model) （隠れマルコフモデル）とは観測可能な情報から隠れ
ている未知のパラメータを推定するモデルであり、これを元話者の音声の合成に利用。 



26 戦略的情報通信研究開発事業の成果事例 

 安価にデバイスを製造できるCMOS半導体で、高周波数用コイルをデバイスの高性能化・低消費電力化を図
れるウエハレベルパッケージ(**)として製造する技術の研究開発に成功。 

ウエハレベルパッケージ技術による高周波集積インダクタ(*)の研究開発(平成17～19年度、東京工業大学） 

成果展開例 
●ウエハレベルパッケージ技術を利用してエネルギー損失の小さな高性能なコイルを作成。開発したコイルを用いた無線用
回路では、雑音が1/5に減少し、さらに80%の不要電力削減を達成。 

●研究成果は、（株）フジクラにおいて、ウエハレベルパッケージによる集積回路の製品技術に活用。 

ウエハレベルパッケージの技術 
（小型化・低背化が実現可能。低コスト（5円／チップ） 
かつ低損失な実装技術） 

従来のパッケージ技術 

（株）フジクラにより製品化されたウ
エハレベルパッケージ 

ウエハレベルパッケージの 
再配線層によるコイルの形成 

*）「インダクタ」とは、コイルの専門用語 

**）「ウエハレベルパッケージ」(WLP)とは、半導体製品をまとめて製造したウエハを切り分けるだけでデバイスとして利用可能な形状で製造する方式。 
  通常は切り分けたチップをプラスティック等のパッケージに収めた上で端子にハンダ付けするため性能低下・消費電力増が起きてしまうが、 
  WLPではそれをを避けることが出来る。 



27 戦略的情報通信研究開発事業の成果事例 

DNPにより開発されたブックスキャナーが、第14回図書館総合展 
(2012/11/20～22、パシフィコ横浜)で展示 

超高速書籍電子化技術の研究開発(平成22～24年度、東京大学) ） 

社会実装、成果展開例 

撮像された画像と同時に取得した3次元形状を用いて、変形する 
前の平面の書籍画像に復元する独自の補正技術を開発 

本をパラパラめくるだけで全ページを画像として保存できる高速画像処理技術と自動めくり機構の開発を行う。 

●東京大学石川正俊教授、渡辺義浩助教のグループと大日本印刷㈱(DNP)との共同研究において、本研
究開発の成果の一部（めくり装置及び撮像系の一部）を活用し、書籍を冊子体のまま1分間に250ページ
の速さで画像デー タ化できるブックスキャナーの実用試作機を開発。 

●DNPは開発したブックスキャナーを自社工場に導入し、図書館蔵書等の書籍電子化サービス向けに、
2013年度中の実用開始を検討。また、ブックスキャナーの外販についても今後検討。 



28 戦略的情報通信研究開発事業の成果事例 

多言語共生社会における医療対話支援のための多言語対話用例プラットフォームの構築 
                   （平成20～21年度、和歌山大学他） 

●スマートフォンやタブレット端末を使用した多言語間問診支援システムは、
長浜赤十字病院等３病院に、固定型多言語医療受付支援システムは、京
都大学医学部附属病院等４病院において導入、活用。 

●多言語間問診支援システムは、無料で公開されており、平成24年３月25日
現在、iPhone版約4,500回、android版約13,000回ダウンロードされており、医
療従事者等に幅広く支持されている。 

●アプリ版は海外観光者が日本で診療時に使用することを想定。実際には
海外に観光に行く日本人にも強いニーズがあることが判明。 

医療機関における通訳サービスの有無は、安心した医療の利用及び提供のために切実な問題である。このため、
外国人患者と医療従事者に適応した多言語間コミュニケーション支援のための基盤技術として、多言語間問診支援
システム等を開発。 

社会実装、成果展開例 

日本経済新聞（平成21年6月7日朝刊） 



４．イノベーション創出に向けた取組み 
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ICT成長戦略会議第4回資料抜粋 

ＩＣＴ成長戦略  ―全体像― 

30 
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問題意識 

研究開発が、イノベーション創出に
貢献していないのではないか 

総合科学技術会議等で
指摘された課題 

・出口志向の研究開発を行う意図が
不十分であり、事業化・産業化に 
向けた取組みが不十分 

・既存の組織・人材だけで、外部の
有効なあらゆる「知」を活用できて
いない 

スケジュール 
 平成２５年１月に情報通信審議会諮問 
 平成２５年７月に中間答申 
 平成２６年７月目途に最終答申 

・我が国が強みを発揮すべき技術分野は何か 
 （現在は、年間６００億円程度の科学技術関係経費を、光通信、 
  新世代ネットワーク、高速無線通信、情報セキュリティなどに重点化） 
・研究開発成果をイノベーションに繋げる手法は何か 
・上記を踏まえた、具体的なパイロットプロジェクト案 

検討課題 

アウトプット 
・研究開発からイノベーション創出を
支援するための出口戦略を策定 

・今後の予算要求等に反映 
（京都大学 山中教授の総合科学技術会議における講演資料より） 

○ 科学技術政策の役割を、科学技術の一層の振興を図ることはもとより、人類社会が抱える様々な課題への対応を図るためのものとして捉え
る。さらに、科学技術政策を国家戦略の根幹と位置づけ、他の重要政策とも密接に連携しつつ、科学技術によるイノベーションの実現に向け
た政策展開を目指していく。【第４期科学技術基本計画（平成２３年８月１９日）】 

参考 

■ 情報通信産業は全産業の名目国内生産額合計の約１割を占めかつ全産業に密接に関連しており、国全体として 
情報通信技術の確保・維持が重要 

■ 官民の研究開発能力を結集し、我が国として強みを発揮すべき技術分野を見定め、社会実装に確実につなげるよう、
公的な予算・人材を重点投資するとともに、産学連携の強化や外部の資金・人材の活用など、我が国全体の力の 
結集を促す仕組みの構築などを通じて、イノベーション創出を実現していくことが必要 

問題の 
解決に 
向けて 

   イノベーション創出実現に向けた情報通信技術政策の在り方の検討 
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情報通信審議会中間答申「イノベーション創出実現に向けた情報通信技術政策の在り方」概要資料抜粋 

イノベーション創出に向けた現状の課題と解決の方向性 



33 イノベーション創出の仕組み 

情報通信審議会中間答申「イノベーション創出実現に向けた情報通信技術政策の在り方」概要資料一部改訂 

SCOPE 
ICTイノベーション創出 
チャレンジプログラム 

（新設予定） 

ICT重点技術の 
研究開発 



５．平成２６年度に向けた検討状況 



35 平成２６年度に向けた検討状況 （ＳＣＯＰＥ関連） 

○若手ICT研究者等育成型研究開発 フェーズⅠに、独創的な人向け特別枠を設定 
 既存の常識に縛られない独創的な「変わったことを考える人材」「変わったことをする人材」による
挑戦を促進。 
 

○地域ICT振興型研究開発への多段階選抜方式の導入 
 プレイヤーの裾野を広げ、若手研究者や中小企業の斬新な技術を発掘することを目的に、平成24
年度から順次導入している多段階選抜方式を、平成26年度新規公募から地域ICT振興型研究開発
にも導入。 
 

○科学技術重要施策アクションプランへの対応 
 他省の競争的資金との連携により、「地域の特色に応じた研究開発・実用化の促進」の対象施策と
してSCOPEを特定。地域ICT振興型研究開発について、関連省庁で共同選定する「地域イノベーション
戦略推進地域」が策定する戦略を考慮する等、評価基準を見直し。 
 

○若手研究者の要件の見直し（Ｐ） 
 

○成果展開に向けた取り組みの充実（Ｐ） 
 平成２５年度、大学や中小企業等を対象とした「先進的通信アプリケーション開発推進事業（タイプ
ⅡフェーズⅠ）」において、受託者が成果展開に係る計画策定等に関して、コンサルタント、ベン
チャーキャピタリスト等からアドバイスを求めることも可能とした。 
 ＳＣＯＰＥにおいても、研究開発と成果展開に向けた取り組みを一体的に進めることへの支援方策
を検討。（Ｐ） 

※上記は予算の成立状況等に応じて、内容が変更になる可能性があります。 



36 独創的な人向け特別枠概要 

 公募時期： 春 

 応募対象： 個人や大学、ベンチャー企業等の企業、研究所に所属
 する研究者で、「変わった事を考える人材」、「変わっ
 た事をする人材」 

 支援額：  300万円（上限）＋間接経費 

 契約期間： 1年間（繰り返し応募可能） 

 採択予定件数（平成26年度）： 10件程度（想定） 

「変わった事を考える人材」、「変わった事をする人材」による挑戦を促
進するため、新たな価値創造に繋がる独創的な研究開発に、その独創
性を保ったまま挑戦し続けることが可能なスキームを創設。 

※上記は予算の成立状況等に応じて、内容が変更になる可能性があります。 

※Ｈ２６年度新規予算要求中 



37 （参考） 平成26年度科学技術重要施策アクションプラン 

 総合科学技術会議が「平成26年度科学技術重要施策アクションプラン」に基づき特定する「ア
クションプラン特定施策」について、文部科学省、農林水産省との連携により、SCOPEが「地
域の特色に応じた研究開発・実用化の促進」として特定された。 

出典：第114回総合科学技術会議（平成25年9月13日開催）資料 



38 （参考） 若手研究者の要件 

府省名 担当機関 事業名等 年齢要件 備考 

内閣府 日本学術振興会 最先端・次世代研究開発支援プログラム 

満45歳以下 
女性研究者 
（年齢は問わ

ない） 

新規公募は平成22年度で終了。 
医学系の博士課程修了者、臨床研修終了者又は育児
休暇取得者については、条件により46～48歳以下ま
で要件を引き上げ。 

文科省 日本学術振興会 科学研究費助成事
業 

若手A 
39歳以下 受給回数制限有り（2回まで） 

若手B 

若手S 42歳以下 新規公募は平成21年度で終了。 
受給回数制限有り（2回まで） 

農水省 農業・食品産業技
術総合研究機構 

イノベーション創出基
礎的研究推進事業 

技術シーズ開発型研
究／若手枠 原則39歳以下 

経産省 
新エネルギー・産
業技術総合開発機

構 

先導的産業技術創
出事業（若手グラン
ト） 

区分A 
（拠点連携研究） 原則45歳未満 

新規公募は平成23年度で終了。 
区分B 

（課題解決研究） 原則40歳未満 

産業技術研究助成事業（若手研究グラント） 原則40歳未満 平成23年度より「先導的産業技術創出事業（若手研
究グラント）」へ名称変更 

環境省 環境省 環境研究総合推進
費 

革新型研究開発領域
／若手枠 40歳以下 
研究事業／若手育成
型研究 40歳以下 

① ３５歳以下の研究者 
② ４０歳以下の研究者であって、出産・育児や研究・技術開発以外の職業に従事した経験等、研究に従事していない期間について 研究開発課題提

案書に記述して申請する場合 
③ ４０歳以下の研究者であって、博士号を取得してから5 年以内の者 

【ＳＣＯＰＥ：若手研究者の要件】 

【参考：他の競争的資金における若手研究者を対象としたプログラムの年齢要件】 



ご静聴ありがとうございました。 
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